小売商業構造の変化過程における流通政策の役割に関する研究 [論文要旨及び審査の要旨] by 南方 建明 & Minamikata Tatsuaki
小売商業構造の変化過程における流通政策の役割に
関する研究 [論文要旨及び審査の要旨]
著者 南方 建明
発行年 2013-09-19
学位授与機関 関西大学
学位授与番号 34416乙第467号
URL http://hdl.handle.net/10112/9358
 
［11］ 
氏        名 南
みなみ
 方
かた
 建
たつ
 明
あき
 
博士の専攻分野の名称 
学 位 記 番 号           
学 位 授 与 の 日 付           
学 位 授 与 の 要 件           
学 位 論 文 題 目           
博士(経済学) 
博第 467 号 
平成 25 年 9 月 19 日 
学位規則第 4 条第 2 項該当 
小売商業構造の変化過程における流通政策の役割に関
する研究 
論 文 審 査 委 員           主 査 教 授 佐々木 保 幸 
副 査 教 授 樫 原 正 澄 
副 査 教 授 良 永 康 平           
 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 南方建明氏の学位（博士・経済学）請求論文「小売商業構造の変化過程における流通政
策の役割に関する研究」は、小売業の規模構造、業態構造、立地構造の観点から小売商業
構造の変化過程における流通政策の役割を明らかにしようとするものである。 
 南方氏は日本商業施設学会学会賞（優秀著作賞）、日本経営診断学会学会賞（奨励賞）等
を受賞された単著『日本の小売業と流通政策』において、大型店出店規制政策の変化が小
売業態の発展にどのような影響を与えたかという課題について考察されたが、本研究では、
大規模小売店舗立地法施行（2000 年）後の動向を精査され、小売業態の発展に果たした流
通政策の役割をいっそう解明するのみならず、小売業の業種や立地構造に与えた流通政策
の役割を明らかにしようと研究を進められている。 
 このような研究課題に対して、本論文では、３つの視角から考察が行われ、その成果は
序章と８章、終章の全 10 章に結実している。３つの視角とは次のとおりである。第１に、
小売商業構造の変化過程における流通調整政策の役割を明らかにすることである（第１章
～第３章）、第２に、地域商業振興政策と小売商業構造の変化過程との関係を明らかにする
ことである（第４章および第５章）。第３に、まちづくり政策に関してイギリスの現状を明
らかにし、流通政策の影響を受けたイギリス食品小売業の構造変化について、日本との比
較を通して解明することである（第６章～第８章）。以下では、各章の内容を要約する。 
 序章「流通政策研究の到達点と本研究の課題」では、流通政策の主要な要素である流通
調整政策、流通振興政策、そしてまちづくり政策について、それらの概念が整理され、政
策ごとに既存研究の到達点が明らかにされる。そして、既存研究において十分に解明され
たとはいえない課題として、小売業の業態構造、業種別小売構造、立地構造の変化過程に
おける流通政策の役割という本論文のテーマが導出される。また、この章では本論文の構
成が説明される。 
第１章「大型店出店規制の変遷と小売業態の発展」では、大型店出店規制政策の変化が
「総合スーパー」、「食品スーパー」、「コンビニエンスストア」、「専門店」等の小売業態の
成長に与えた影響について、大規模小売店舗法に加えて大規模小売店舗立地法施行以降の
状況も踏まえて明らかにしている。 
第２章「大店法、大店立地法、都市計画法と大型店立地」では、大規模小売店舗法およ
び大規模小売店舗立地法が間接的にとはいえ、大型店の立地にいかなる影響を与えたかと
いう点と、改正都市計画法が大型店の立地に与えた影響について考察している。 
第３章「酒類小売規制の緩和による酒類小売市場の変化」では、酒類小売業免許の規制
緩和に注目し、酒類小売規制の緩和が小売業態という形態をとって展開される酒類販売に
どのような影響を与えたかという問題について分析している。 
第４章「地域商業振興政策の変遷の歴史‐社会的有効性とまちづくりを中心として‐」
では、これまでの地域商業振興政策史を精査し、流通振興政策に「地域」に焦点を当てた
政策が展開されていくメカニズムや、流通振興政策において地域商業が有する「社会的有
効性」を評価する考え方の形成過程、さらには「まちづくり政策」と地域商業振興政策と
のかかわりを求める視点の形成過程について解明している。 
第５章「地域商業振興政策の変遷と政策の効果」では、商店街向け高度化資金助成制度
および商店街向け施設整備事業補助金制度の内容やその展開を整理し、商店街の現状や地
域商業の地盤沈下、小売業が商業集積に立地する優位性の低下について論究している。 
第６章「イギリスのタウンセンターマネジメントと小売開発規制」では、イギリスのタ
ウンセンターマネジメントおよび小売開発の都市計画的規制について考察している。 
第７章「日本版 BID 導入に向けた考察‐イギリスの BID 制度からの示唆」では、イギ
リスの BID（Business Improvement Districts）制度の特質を明らかにすると同時に、そ
こからわが国において中心市街地活性化を推進するまちづくり組織の自主財源の確保、す
なわち日本版 BID を導入するための方策について論究、提言している。 
第８章「食品小売業の日英比較」では、日本とイギリスの食品小売構造に焦点を当てて、
両国の食品小売構造の現状と歴史的な変化について比較検討している。ここでは、日本と
比べて小売市場の寡占化が進んでいるイギリスの食品小売市場の形成過程について、流通
政策の及ぼした影響のみならず消費生活の観点も取り入れ多面的に分析している。 
そして終章「要約と結論」では、本研究の要諦について序章で提示された「３つの視角」
に基づいて、①流通調整政策と小売商業構造、②地域商業振興政策と小売商業構造、③ま
ちづくり政策に関するイギリスからの示唆と日英食品小売構造比較の３点からまとめられ、
最後に結論として、第１に流通調整政策がわが国小売商業構造に大きな影響を及ぼしたこ
と、第２に流通調整政策とは対照的に、地域商業振興政策の効果が限定的であったこと、
第３にイギリスの流通政策や小売商業構造の分析から、流通調整政策や地域商業振興政策
以外の制度のあり方や消費者の購買行動の重要性が導出された。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 日本の流通政策（商業政策）研究は戦前期に萌芽的に現れたが、本格的に取り組まれる
ようになるのは、戦後の高度成長期以降のことであった。したがって、本研究領域は比較
的新しいものである。しかも、これまでの流通政策研究は、流通過程に対して適応された
公共政策の社会的・経済的背景や制度内容について論究するものが多く、政策とその効果
としての流通構造の変化について解明したものは少なかったといってよい。その意味で、
南方氏による本研究は、日本の流通政策研究において蓄積の少なかった本領域に真正面か
ら取り組んだ極めて有意義なものであると高く評価することができる。 
また、今日、就業者規模１～２人層、３～４人層の零細小売業を中心に小売事業所数の
減少が続き、全国的に商店街の衰退が進んでいる。このような状況に対して、現在「まち
づくり三法」によって公的対応がなされているが、問題の解決が進んでいるといは言い難
い。したがって、流通政策の有効性や取るべき方向を示すことは、社会的にも強い要請が
ある。本研究は、まさにそのような社会的要請に応えようとするものとして位置づけるこ
とができる。第２章「大店法、大店立地法、都市計画法と大型店立地」において、独自に
算出された大規模小売店舗立地法指針に基づく必要駐車場台数達成率から得られた分析結
果として、大型店の住宅地への出店が抑制される傾向を析出され、経済産業省に対して政
策提言された点は特筆に値する。なお、大規模小売店舗法指針は、南方氏の提言通りに改
定されたことを付け加えておきたい。 
また、本研究の独自性や特質は以下のとおりである。 
 第１に、商業分野の統計分析はデータの制約や関連性の弱さによって、困難な側面を有
するが、商業統計調査を駆使した分析のみならず、「商業販売統計」や「全国大型小売店総
覧」、「日本スーパー名鑑」ほか多様な資料を利用、加工することによって、このような問
題を克服され、日本の小売商業構造変化を活写されている。諸資料の調査項目を精査され、
異なる項目を比較可能な水準に加工し、応用された研究手法は特筆に値する。そして、食
品スーパーや専門店の成長性について、売場面積別に詳細に分析されている点は、流通政
策研究に新たな接近方法を明示している。 
 第２に、大規模小売店舗法に代表される大型店出店規制政策（流通調整政策）による規
制の変化を時期的に明確に区分され、各時期の小売商業構造変化を明らかにされている。
既存研究における大型店出店規制政策の時期区分把握は、流通行政の変化の表明（例えば、
大規模小売店舗審議会会長談話等）に基づくことが多かったが、本研究では、経済産業省
（旧通商産業省）による行政指導等現実の流通行政の変化を重視され、そこに経済状況の
変化を加え、独自の区分法を展開された。そして、現実の流通行政の変化に応じた各時期
における小売業の変化を考察された結果、小売業の構造変化と流通政策の影響が明瞭に示
されることとなった。 
 第３に、小売業態の構造変化に関する精緻な分析をされている。従来の小売業の構造変
化に関する研究は、就業者（従業者）規模別の分析が中心であり、業態レベルでの小売業
に対する考察はそれほど多くなかったといってよい。しかも、既存研究は百貨店や総合ス
ーパーの分析に集中しており、食品スーパーや専門店チェーンに研究の射程を広げられ、
それらの構造変化と流通政策の影響を明らかにされた点についても高い評価を与えること
ができる。 
 第４に、流通政策研究に「業種」分析の視点を導入され、酒類小売業規制と同小売業の
変化過程を析出された。業種レベルの小売業研究の蓄積は、業態のそれ以上に少ない。専
門店の中でも、酒類小売業は流通政策やその他の公共政策の及ぼす影響が大きく、酒類小
売業を取り巻くわが国公共政策を整理され、それらの変化に応じて、酒類小売業に生じた
構造変化を明らかにされた点は、流通政策研究に新たな蓄積をもたらしている。 
 第５に、地域商業という視角から、日本の中小小売業振興政策を見直して、商店街等地
域商業へのその効果を検証された。従来の中小小売業研究は総体としての中小小売業が対
象であり、また先に指摘した点と同様に、就業者規模別に構造変化や流通政策の影響を考
察するものが主流であった。1990 年代に入って、中小小売業総体ではなく、商店街あるい
は地域商業に着目した研究が現れるようになったが、中小小売商業振興法に基づく助成措
置やその他の助成制度が商店街や地域商業振興に果たした影響を解明する研究はほとんど
みられず、本研究の独自的意義はここでも発揮されている。 
 第６に、その地域商業に対する考察に際して、商業集積地区別の分析手法を取り入れら
れ、商業集積地区内大規模小売店舗外立地や各種の商店街形成地区において、中小小売業
が商業集積に立地する優位性が低下していること、換言すれば、商業集積内に立地せず単
独立地型の中小小売業と商業集積に立地するそれとの販売比率がほぼ同様であることを明
らかにされた点は注目に値する。商店街に対する分析は資料の制約上、極めて困難である
が、新たな分析手法を展開され、かつわが国の商店街のおかれた状況を正確に描き出され
た意義は大きい。 
 第７に、イギリスの小売構造変化とまちづくりについて、豊富な現地調査をもとに解明
されている。本研究が有する意義の１つとして、現下の社会的要請に応える実践性を指摘
することができるが、イギリスの BID 制度の考察は、日本の中心市街地活性化政策にも大
いに示唆を与える内容となっている。また、2000 年まで日本で施行されていた大規模小売
店舗法のような流通過程に直接関与する政策が存在しないイギリスにおいて、食品小売市
場の寡占化が進行している点を流通政策との関連で明らかにされた点は興味深い。現在の
わが国では、大型店の出店活動を直接規制する流通政策は存在せず、その意味で、本研究
における日本の流通政策への示唆はまちづくり政策にとどまらず、大型店出店規制政策に
まで及んでいるのである。 
以上のとおり、本論文では、小売商業構造の変化過程における流通政策の役割が明らか
にされており、流通政策の実行が小売商業構造の変化を促し、またその変化が流通政策に
反作用を及ぼす過程が明瞭に示されている。流通政策研究に小売商業構造の変化過程に関
する研究を取り入れ、両者の関連性を解明した意義は非常に大きいと評価することができ
る。 
 また、本研究の内容は、日本流通学会をはじめとする関係学会において高く評価されて
おり、学会の研究水準の向上に多大な貢献を果たしている。 
 よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
 
